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はしめに

（以上，本号）

（以下，次号）

豊'{;`；な農産物の輸出余力をもつことにより，第

1次産業とその生産物の加工業てあるアグロ・イ

ンダストリーを主軸に据えた開発戦略を志向する

新興罠業関連 l̂．業国への迫を歩むU)てはと f測さ

れていたタイでも，「プラザ合意」以降の円高を

契機とした日系を中心とする外資糸企業の参人に

よって近代的製造工業の急速な拡大がみられるよ

うになった。ご U)ことはとりもなおさず，そうし

た近代的工場て要請される資質を備えた近代的 l_

場労働力の需要増加，すなわち近代的労働市場の

形成かタイでも緒についたことを怠味している。

なお本稿では，体系的労務管理組織が確立されて

いることをもって近代的 l．場（その多くは，大規

模工場）と定義しよう。そうしたなかでタイに辿

出した外資系企業は，高い欠勤率や離職率そして

労働忍欲や品質竹理意識の欠如なと，タイ人労働

者の工場組織への順応の低さという，他の多くの

開発途卜国がI〗＿業化の初期に経験したのと同様の

問題に直面しているといわれている W:110

農業社会や在来の小規模農村工場で要請される

・つアシア経済.XXXIII-12 (1992.12) 

労働者の職務行動は，厳格な労働時間の概念や労

務規律の遵守などが必要とされる近代的工場にお

ける行動とは大きくft格を異にしている。伝統的

社会で社会化された個人が近代的工場という新た

な組織の成員となるとき，労｛動者はそうした異質

な組織における行動様式を習得しなくてはならな

い。この過程を，本稿ては，「組織適応」と呼ほ

う。いうまてもなく近代社会においても学卒の新

規労働者は就業に際して組織適応をなさねばなら

ないか，近代社会と伝統社会という対比において，

組織適応の間超はエ党化の初期段階にある社会で

より尖鋭となろう。

本稿の日的は，タイliil北部(})チェンマイ巾にあ

る日系合弁企業 (T工場）の従業員を対象とした

間取調脊に桔ついて，この地域で新しく形成され

つつある近代的工場労働者が組織適応をなす過程

で生起する諸問題を検討するところにある。われ

われはこ(})問題を検討するにあたって組織心理学

の手法を採用するが，これは古典的なホーソンエ

場の研究に代大されるように欧米先進国(})労働者

を対象として発展してきた学!loll分野であり，開発

途上国における研究はほとんどされていない。特

にタイにおける調査は，管見(})かぎりなされてい

ない。また組織における個人行動の研究という組

織心理学の通常の問題息識に加えて，工業化の初

期段階における近代的工場労1動者の形成に伴う問

題という課題の設定をなしているところに本稿の
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第1図議論の図式

|介%.l 

（出所） 孔行(1成。

もうひとつの特色があるといえよう。

組織適応に視座を定めるにしても．それは独立

した事象ではありえないために幾つかの関連領域

を包摂した議論が必要となる。そこで議論の拡散

を避けるために組織心理学の立場から，本稿の

基本的な分析領域を図式化（第 1図）しておこう。

組織心理学ては．組織成員の職務行動を，職務忌

識や能力といった「個人特性」と組織運営に係わ

る「組織構造j という相互に作用しあうふたつの

要因の関数として捉えているげ2)。コンティンジ

ェンシー岬論(/)立場から， この関係を説明しよ

ぅ（注3)。この理論は．最適かつ普遍的なクローズ

ド・システムとしての（経営）組織0)｛f在を否定

し，組織目棚・戦略を追求するために動態的な外

的環境特性に適合した組織構造の構築がなされる

ことを問題の枠組として措定している。外的環境

特性としては労働市場の状態・技術・文化などが

示されており，こうしたコンティンジェンシー変

数に工場の組織構迅が条件づけられることになる。

すなわち組織はオープン・システムとして捉えら

れ，環境が組織を，そして組織が個人をll且次条件

づけていくことになる。また個人特性も外的環境

特性に影響を受け．それは組織特性との関連のな

かで職務行動を条件づけていく。
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本稿でば労慟問題を検討課題としていることか

ら，組織を労務管理組織と狭義に捉える。そして

この組織を労働誘因制度（特に賃金形態と昇進制度

のふたつの報酬体系に注目）とみなして， T工場が

タイの外的環境特性に組織をいかに適合させてい

るかを検討する（第II節）。 T工場が日系であるこ

とから，いわゆるH本的経営がタイという環境で

もつ意味も，ここて併せて問われることになる。

また非熟練労働者については過剰労働がff―在し，

熟練労働者に関しては労働不足現象すら存在する

という開発途上国に特徴的にみられる労｛動市場の

特性も，外的環境特性として視野に含まれている。

組織と個人特性の相互関係を，従業員憫からの

働きかけとして捉えたとき，それが組織適／心とな

る。いうまてもなく組織設定と組織適応というふ

たつの事象はコインの両側の関係にある。この組

織適応が，第III節の検討課題である（本誌，次号）。

本稿では組織適応を，職務満足と組織帰属という

ふたつの態度概念でもって考察する。この組織適

応は相対的な概念であるため、適応の絶対的な水

準を問うことはてきない。本稿での関心は、むし

ろ組織適応に影評する因fの摘出と，その［刈果代l

係の機序の解明にある。そこで個人の職務能力や

職務意識という個人特性の先行因子として学府・

職階という従業員のふたつの属性をあ凡それら

が組織適応に係わる構図を検討する灼ti!。このふ

たつの属性は，伝統社会から近代社会への移行と

いう観点からすれば，まさに近代社会およびl"：場

制度の軸ともなるべき近代性因子であり，それか

近代的工場労働力の形成過程でいかなる作用を及

ぼすかを検吋することは怠義あることと考えられ

る。組織特性と組織構造によって規定される職務

行動については充分な調査かできなかったが，今

回はそれを転職意思に限定して検討する。



Ⅰ　調査対象
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＊本稿は成践大学アジア太平洋研究センター 0)

共同プロジェクト万アジアの経済発展と女子労働」

における成果の・一部である。調査にあたっては同

プロジェクトのタイ側メンハーであるベンシャ・

ジラパトピモール (BenjaJirapatpimol)女史（チ

ェンマイ大学）の協力を得た3 またこの調在は，

T工場の」：場長M氏の協力なしにはなされなかっ

たものである。品して，篤く謝意を表したい。ま

たインタヴューに快く応していたたいたT工場従

業員の方々にも深く感謝0)意を表したい

（注 1) [l系企業側からのこの問題に関する発出こつ

いては，バンコク日本人商工会議所印斤報i や飯田謙一^

「発展途上国における経営管理発展U)可能性について

ー タイヘ進出したli系企業の事例をもとにして一一→

（『専修大学商学研究所報』第40号 1983年）なとを参照

また本稿の問題意識と軌を一にする論文として大野昭彦

•清） II吋彦「イントにおける工場労慟者の定着をめくつ

てーーサラスワティ製糖工場の季節労働者u)場合 ＿ 

(I) (II)（『アジア経済』第31巻第3,4号 1990年3,4 

｝］）かあるe この論文における清川吋彦氏との議論に・

本稿も負うところが大きいc

（注 2) この詳しい説明については，たとえば若林満

•松原敏浩編『組織心理学』福村出版 1988年 第1章c

（注 3) コンティンジェンシー理論については、たと

えば野中郁次郎「コンティンシェンシー理論の構造・展

開・意義」（『組織科学』第1巻第14号 1980年）を参照＿

（注4) この他に性差も属性として検討したが｀統計

的検定の結果，組織適応と性差か独立てあることか判明

したこと，およぴ紙幅の制約もあり性差には触れていな

い。性差を考慮したのは，タイにおける絲い女f労働力

率の分析を念頭に置いたものであるか，組織適応と性差

が独立てあること自体，そうした事実を裏つけていると

いえよう。性差についての検討は． とりあえずは、拙稿

「タイにおける近代的工場労｛動力の形成 ある日系企

業における性差・学歴そして職階一一一成践大学経済学

部ディスカソション・ペーパー 悩．21 1991年を参照c

I 調査対象

介タイ Il系介応こわける万務怜f'I！組織とi足IiiV)祖械適I，し、（ I）

系合弁企業のT工場（資本金 1億，ー）は， 1980年

に設立され，コンデンサーの組立製造を業務とし

ている。調査時点での従業員数は1005名であり，

当市はもとより，タイでもかなりの大規模工場て

ある。チェンマイ市はハシャイ (HatYai)市やコ

ンケン (KhonKaen)市などとともにバンコク（人

口約560万： 1987年）に次ぐ都市ではあるか， しか

しその人口規模は20万人程度の地方小都市にすき

ない。ハンコクからも鉄道距離で約750累離れて

おり，近くにもこれといった都市はない。また，

外国資本の参人による工業化かハンコクを中心に

なされていた経緯もあり，チェンマイ市では，ぃ

わゆる近代的工場制度をもつ企業の歴史はきわめ

て浅いといえる。 1984年の『工場統計』によれは

チェンマイ市周辺（市街と衛生区）には1374のエ

場かあるものの，そのうち1221(88.9セん）は従

業員10名以下の零細工場である直 l)C 従業員100

名以上てあるのは，果物缶詰工場2' タバコ工場

1' 女性・子供用縫製工場 1そしてラシオ・テレ

ヒ・通信用部品工場 l （これかT工場）の 5工場

でしかない3 このように，体系的な労務管理組織

が必要となる大規模工場はチェンマイ市周辺ては

いまた多くはない。したかって，近代的工場か充

分には普及するに至っていない経済発展の初期段

階における工場労働力の形成にまつわる問題を検

討しようとする本稿の意図からすれは， T工場は

研究対象として適切といえよう c

2. 従業員構成とサンプリング

T工場の日本人社員は，設立当時から工場長を

含めて 5名てしかなく，管理職や中間管理職には

タイ人か就いている。女子就業員比率は85.6ぷに

もなる。従業員は，まず「職工_(wage worker)と

1. 調査対象工場 「専門社員」 ¥salaryworker)の，賃金水準に大きな

本稿の調査対象となったチェンマイ市にある日 差のある，ふたつの職階に分けられる。賃金支払

2I 
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い形態からすれば，前者は日給制（ただし 2週間

ごとに支払われる）であり，後者は月給制である。

職工は，非熟練エと班長（班長は，令て女r）から
なる。また専門社員は，機械工 (technician)と＇ド

務職から構成されている。非熟練工の女f従業員

比率は95.8いてあるが，男子は機械操作に携わっ

ており，単純作業に従事する女子非熟練エとは作

業内容が異なる。ただし機械操作といっても専門

社員の機械工ほどの技能は必要とされないため．

非熟線［．として扱われている。

調紆を始めるにあたって，まず女JべU)非熟紬＿［

と半熟練lュてあるfll：長との間に就労、意識に注巽か

あるとf想して， 1iij者から50名そして後行から30

名程度のサンプルを確保しようとした。しかし集

計の結果，両者の回答には特に有意な差が認めら

れなかったため（有意差が認められなかったことの

含意は本誌次封の第Ill節で論じられる），本稿では

両者をひとつのクループ（女＋の職I) として扱

うことにする0,,引門社員は，事務職（ほとんとか
女子）と熟紬 1:てある機械工（女子は 2名のみ）

とからなる。単純クロス集計の段階で，機械工と

男子職工には幾つかの有意な差異が認められたの

て，われわれはこれを別のグループとみなした。

また職階が同じで，かつ教育水準が高卒以上とほ

ぽ等しく給与差も大きくはないこと，そして単純

クロス集計の段階でh、意な差異が認められなかっ

たことから，巾務職と機械工とを同じ専門社員と

し，職エとll分けした。職工から専門社員へ(})昇

進かほほ途絶していることも，この区分｛ナが有効

てある証左となろう。以上の区分けに基づき，従

業員名簿を標本抽出台帳として，層化抽出を行な

った。ただし当初は性江をひとつの重要な分析概

念としており，また少ない男子従業員から大標本

となる50名を確保する必要などもあり，椋本の各

層への比例割当はしていない。その結果， 18(）名

か抽出された。そのうち専門社員では男子37名と

女子26名，職工では男子16名と女子87名（うち．

班長32名）の計166名に聞取調査か行なわれた（第

1表参照）。

調査期間は， 1989年12月18日から26日まててあ

る。面接調任法を採用したが，面接に際しては，

面接者（調介経験のあるチェンマイ大学学牛）か質

問票を読み上げて被面接者の回答を記入する方法

をとった 3 1人当りの聞取所要時間は，平均40分

第1表 工場従業員の構成とサンプル

（単位：人）
| --C ← 

サンプル数 i実施人数 1 実施率（％）

非熟紬I^ー 幻 (33) → 2(） 16 80.（） 

(789) 1 女+(756) → 55 I 55 i 100.0 
| 

職 工

工場従業員ェ(851) l --— 班長 (62)―→ 35 I 32 : 91.4 
(1,005) 

専門社員 —9--- ”← 町 (112) → 40 I 37 : 92.5 

(154) ―女f (42) → 30 1 26 86.7 

(il', 1りi) へ(I:h i’| • IK、,

(ii•^ ) かっこ内の数字は従業員数を小―t, [¥門社員のうち管理職 (17:男 j＇•8 ，女--f9) は対象からは

すした またt記の人数に邦人社員 (5) は含まれていない。
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Ⅱ　労務管理組織の設定（以上，本号）

Ⅲ　組織適応（以下，次号）

結語

1992120025.TIF

ほどである。また1991年2月にも当工場を訪れ，

工場長と面談して幾つかの情報を得た。質問票は，

本稿てパ及した質問項目の日本語訳を最後に一枯

して掲載してある（本誌次号参照）。なお質間の本

文中でのりI用に際しては，簡略化した質間文また

は本文でホされるキーワードを使用する。また質

問票に対応したコード番号を角かっこ内に示して

ある（たとえば[Q28]）。

3. 従業員の属性

本稿では従菜員の属性として，前に述べた理由

により学歴と職階（職エと専門社員）を号える。

なお．タイの学校制度は．わが国と1n]し修学年数

で，小学校，中学校，高校，大学をもつ。この他

に，初等専門学校と高等専門学校があるが，学力

的には前者は中学と高校の間に．また後者は高校

と大学の間に位置づけられているここれらの6つ

の教育水準についてクロス集計をした結果，初等

専門学校以下と砂校以上（卒業基準）の従業員の

回答に泣異か；；忍められたため，前クループを低学

歴者．そして後者を高学歴者としてr;,,:分けした。

この区分けは，後述のように， T工場における専

門社員の現在の採用条件が高卒｛機械工は高等専

門学校卒）以上であるという事実をも考慮してい

る。

従業員の婚姻状況をみると，既婚者比年は50.6

乞（男f:37. 7い女子： 51.3;;;）であり，既婚女

性が多く在職していることが注目される。女＋既

婚者58名のうち51名には 5歳以下0)-f供かおり，

結婚後も継続就業するというタイの女子労働者の

特性を，われわれの対象も保持しているといえよ

う。なお既婚と未婚別に回答を集計したが，特に

有意な芹沢は認められなかったため既婚・未婚を

個人の属性に含めて検討する作業はなされていな

い。 r場が設立されて間もないために勤紐年数も

在タ .t!I系含業におけるうi務竹理糾織と従業iiu)糾織適比； （I) 

第2表勤続年数と年齢（平均）

（単位：年）

勤続 ！ 標準 標準

年数—←Ii 偏(3.. 差 年齢
偏差

男子 (53人） 4.9.  7) 27.1 (6.6) 

女子 (113人） 7.0 (4.2) 27.0 (4.6) 

全体 (166人） 6.3 <4.o) I 21.o (5.7) 

（出所） 面接調査票に基つく。

短く，また年齢も20代が中心である（第2表）ご

とから，年齢と勤続年数を属性として意識パター

ンを分析する作業もなされなかった。

ところで専門社員と職l^ ーでの高学歴者比率は，

それそれで63.5ら註と16.5とであり，学歴と職階の

間には分割表に関するが検定（母集団分布に関す

る独立性検定）において 1ぷ水準て有意となる強

い関連か存在しているほ2）。この属性間の強い関

連のため，従党員0)怠識を検討するうえて，いす

れの属性が刊刈（となって影響を及ぼすかの判r正

に注意を必疫とすることになる。

（注 1) Thailand, Office of the Prime Minister, 

National Statistcal Office, Summary Statistics c，fthe 

1984: Industrial Establishments, Northan Region (Mu-

加沿1!Areas and Sanitary伍stricts), /ヽ ンコク， 1984

年C

（注2) 2組のh侑令椋本の度数分布が与えられたとさ，

それらの母集1ヽり分わか独 I且／：であるか否かを検応する｝バl、

てある。手法的には，分',l;IJKにおける項目 0)-t菜t10)検

定とInlしく，分1仰）凡に関するが検定を利用する，，す

なわち．一様性と独立1'1.(}）検定は同じ統計量を用しヽ るか，

その解釈が異なることになる C 詳しくは，たとえばFree・

man. Daniel H., Applied C叫 -goricalData Analysis,ニ

ューヨーク． MarcelDekker, 19874を参照

II 労務管理組織の設定

T工場か，その四かれた外的環境特性に対｝心し
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て，自らの労務管理組織（以下，単に←組織ー）を

いかに設定しているかを検討することが本節の主

たる課題である。まずこの組織のあり方を条件づ

ける外的環境特性として，労働市場の需給状況と

工場の技術水準のふたつのコンティンジェンシー

変数をあげ，それらを募集と社内教育について観

察する。次に，組織を労働誘因制度とみなして，

その構造を賃金と昇進という報酬体系の設計戦略

を通じて検討する。また，そうした組織に従業員

がいかに反応しているかを，離職率．欠勤率そし

て離職意思について分析する。最後に現在の労慟

市場状況の変化に対して，組織がどのような反応

をみせているかという誘発的制度変化にも触れる c

1. 募集と社内教育

工場の周辺15累以内に居住することが採用条件

となっていることもあり， 対象とした従業員の

80. 7:,;:はチェンマイ県出身者である。その他の多

くも通勤1時間程度の近県の出身者であり，遠隔

地からの移動労働者はいない。また77.1ぷは自宅

通勤者であり， 15.7こは市内に下宿（月800~1000 

'，ーの家賃で，数人て居住）しており， 3.6:,;:は工場

の寄宿舎（月 5';-) に住んでいる。残りは，親戚

の家などに間借りしている。工場では 3交替制か

とられており，寄宿舎は夜間勤務をする従業員用

に設けられたものであるげ l)。なお全体の52.4

とが農村出身者てあるが，従業員の属性とは有意

な関連はなかった。

労働市場は，基本的には，超過供給状態にある C

募集範囲を15累と制限しえた事実からも，そのこ

とが窺われよう。ただし工場長によれば，募集は

容易ではあるが， どちらかといえは専門社員で困

難があるとのことである。そのため専門社員の募

集については，会社の前に掲示するほかラシオ広

告や学校にも募集案内を出している e なお専門社
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員の採用条件は，かつては初等専門学校卒業であ

ったか，この地域の教育の普及・向上に伴い，現

在は高校・高等専門学校卒業以上としている。一

方，職工は，従業員の個人的ネットワークを通じ

て募集されている。その学歴の条件は， 1980年代

半はまでは小卒であったか，それ以降は中卒以上

となっている。確かに募集に大きな困難はないも

のの，近年，過度の企業集中によってバンコクの

地価や賃金か急速に高騰してきたことにより，チ

ェンマイ市およひその周辺（特にチェンマイ市か

ら20宝弱の隣県のラムプーン (Lamphun〕ての工業

団地{,i-2'の開設， 1988年）にも外資系企業の設立が

続き，特に熟練工の労働市場が逼迫しつつある。

T工場も，すぐにみるように，こうした外的環境

特性の変化に対応して組織を修正しつつある。

ところて共同体規制か強い社会では，採用に際

して，同じ 1次集団（同じ家族や村出身者など）か

らの雇用を避けるケースがある。これは 1次集団

の存在か，工場という 2次集団の円滑な運営に抵

触するためであるばい。工場長に， 1次集団に起

因する問題の有無を確認したが，そのようなこと

は全くなく，むしろ 1次集団を通じたほうか募集

も簡単てあるし，欠勤の連絡などもその集団を通

じてなされるなとの利点があるとのことであった。

開発途上国においては，農村出身の労働者が村と

の強い紐帯を保持するために工場労働者として不

安定となるという議論がある。しかし本稿で検討

する全ての論点について，農村出身か否かで回答

の差異を検討したが有意な差は検出されなかった。

特に次節（次号）で論じる組織適応に差が認めら

れなかったことは，タイ農村における共同体（も

しくは任意集団）規制の微弱さを窺わせている。

なおこの工場の女子の採用条件（たたし明文化され

ていない）のひとつとして，小規模家族の出身て
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あることがある。これは大規模家族の場合，兄弟

姉妹やそのf供の世話をしなくてはならないため

に欠勤率か高まるという理由に基づく。家事(})委

託か可能な大家族制度のもとで女fの家庭外就労

かより促されるという通況的岬解は，われわれの

対象については妥当していない。

社内教行について簡単に触れておこう。職Iユリ）

場合， 2週間ほど従業員とペアを組んで見習いを

する。たにし_[場jこによれば，職エとしての技術

習得それ自体は，作業能率は別として 1日程度あ

れば理解可能なものである。したかってこの見習

い期間は，工場環境に順応させる意図が強いもの

と思われる。また専門社員（機械工） ｝こついては，

l力月ほと全工利でトレーニンダし，次に自分の

所属する部署で1カ月の見習いをする。そしてさ

らに 1カ）Jほど，多能エ化を目的としてもうひと

つ別の部署で訓練を受ける。この間は見習エ扱い

てあり，賃金水i¥''ょ正規貨金より20ぷ程笈低くな

っているまた，年に 2~4人の機械工を3カ月

ほと日本の本社工場で技術研修させている。事務

職については，調介年にタイて始まった産業能率

短大の通信教育を 5 名（男f2 人，女—f3 人） （こ受

講させており，中間管理職の養成に力を人れてい

る。中間管理職の育成は，外資系企業が円滑に運

営されるための奨甜となるが，今回の淵行ではこ

の問題は扱われていない。

以上のように，相対的にいえは，専門社員には

企業内訓練費用が必要となるが，職工ではほとん

と問題とならないといえる。ては．こうした外的

環境特Itに対応してT」：場の組織かいかに設定さ

れているかを，賃金体系と昇進制度について観察

していこうぃ

2. 賃金体系

第3表に，職階別の貨金関数かぷされている。

{tタイ II系命名における‘jif月竹JI/'組織とi;f北(lU)削l械適1、i:,:(II 

勤続年数の係数は専門社員および職エともに 1五

水準で有意に正の値をとってはいるか，昇給率は

月給の 1~2いでしかない。学歴は，専門社員で

は有意な説明変数となっているか，職工では説明

））をもっていない。これは専門社員の昇進韮準が

学歴であるのに対して，職工では経験の積重ねか

班長への昇進桂準となっているためと考えられ

る。相対的にいえば，専門仕員（勤続年数の係数

: 36. 74) と比べて職上（同： 22.85)ては， J卜年

功型プロファイルか描かれるごとになる。性差も

貨金格差の説明要因となっているが，これは内・門

社員に 1¼1 しては女子従業員が機械工より多少賃金

水準の高い事務職に主に就いており機械工には女

fがほとんどしヽないこと，職＿l：に関しては班長が

女子従業員だけてあることによるものである。そ

のために専門社員と職 l：別に性別賃金格差をみる

と双方で女子従業員のほうが高賃金となるが，基

本的にはl"Jー職種・同賃金か貫かれている。ま

た専門社員および職エともに，ホーナス（調査年

ては，ほは給与 l力月分）も支払われている。

賃金体糸はかつては昇給の 8割を年功， 2割を

能力で決定する年功序列型であったか，調査した

年からは，逆に，能力評価を昇給決定基準の 8割

とする能力給体系に転換する方針か打ち出された。

l_．り場長によれは，工場設立当時は年功的色彩の強

い賃金体系を採用していたが，従業員がなかなか

反応してこないことから能力給に移行したとのこ

とであった。なおこの移行の背景には，能力給の

祁人によってl'1分より枯年の従業員かiiiい貨金を

貰うようになったとしても，従業員はそれを当然

のものとして受け人れているという誌識が工場長

にある。賃金決定に関して勤続年数と技能とのど

ちらを評価して決めるべきかという質問：Q30]

をしたところ，“主として技能悦先”(,17.6:,; ;男

25 
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第3表賃金関数

｛単位：バーツ）

専門社員

職工

女子非熟練工

Y = 2450.22 + 36. 74** LS - 487.64** ED 7 276.4l**M F 
(3.13) (4.72) (2.84) R2* =0.17 

Y = 1438.37 + 22.85**LS -26.34£D + 136.29*MF + l.28**LW 
(6.46) <0.5ll (2.31) (7.66) R2**=0.67 

Y = 1042.81 + 31.03** LS -283.80£ D 
(3.16) (1.54) R2**=0.52 

専門社員 職 女子非熟練工

2,668.68 1,500.45 

（出所） 第2表と同じ。
（注） （l) y:所得（職工の場合は賃金に月平均労働日数25日を乗じた値，また見習工は除いてある）。
(2) LS:勤続年数， ED:教育ダミー， MF:性別ダミー， LW:非熟練エ・班長ダミー。
(3) ＊＊と＊は，それぞれ 1％と 5％の有意水準で有意てあることを示す。決定係数は自由度調整済みC

かっこ内の数字は t値。

子49.1ぷ，女子46.9:ふ）が最も選好され，次いで

“同等”(28.3ぷ；男子15.1年，女子34.5ぷ），そして

“主として勤続年数優先”(15.1ぷ；男子24ふゲ;,女

子10.6ぷ）の順であった。このことからも，従業

員の能力給選好が確認できよう。

T工場と同じく労働集約的と考えられる在タイ

日系の電機および繊維関連企業の勤続年数・賃金

プロファイル（第2図）をみても，職工よりも事

務系と機械工系で年功型が相対的に優勢であるこ

とがわかる。これは職エと比べて事務系や機械工

系では，企業特殊技術の企業内訓練か必要であり，

かつその労働市場がよりタイトであることから，

年功賃金制への要請があるためと考えられる。逆

にいえば，企業内訓練がほとんど必要とされない

職工ではそうした要請がないため，勤続年数・賃

金プロファイルがフラットになっているといえる。

第2図を示したところ，工場長は， まさに能力給

の導入は非年功型賃金体系への移行を意図してい

ることを明らかにした。ただしこの図から明らか

なように，特に職工の賃金で，年功型と非年功型
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賃金体系の類型化がみられる。ふたつの類型のう

ち，後者は企業内訓練を必要としない労働集約的

企業の特徴と考えられる。こうした差異の発生の

究明および非熟練労働者の労働市場もタイトにな

りつつある現状が賃金体系にどのような影響を及

ほすかは，今後の検討課題としたいc なおT工場

の設立が1980年てあり従業員の勤続年数が短いた

め，賃金関数の正確な判定は困難であるか，第2

図のケースと比較したとき，職工はいうまでもな

く専門社員も非年功型賃金体系の類型であるとい

える。バンコクに集中する日系企業と異なりTエ

場か非年功型賃金体系をとっているのは，チェン

マイ市周辺の労働市場が依然として超過供給状態

にあることによるものと考えられる。今後この地

域の労働市場が逼迫していく過程て‘, T工場の勤

続年数・賃金プロファイルがどのように変化して

いくかは興味深いところである。

このようにT工場では，従業員の長期の所得最

大化行動を念頭においた労働誘因制度は採用され

ておらず，むしろ短期の所得最大化の枠組でシス
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(1タイ II系＂；：tにおける9バ月竹Jり1糾緑、と従菜tid)条ll絨適l心 (I)

第 2図 タイ日系企業の勤続年数別モテ1レ賃金（ハーツ月）
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（注） 1i務と機械 l：は閥等II{I"J‘‘r校卒，職「は中学卒，

テムが構築されているといえる，たとえば直ぐに

述べるように，離職率を引き下げるためしこは賃金

上昇という対症的方法かとられていることは，そ

のひとつの現われといえよう。よたすでに述べた

ように，賃宝形態は，内門ti員か月給であるのに

対して職工は日給である。日給は月給と同じく形

態としては時間給ではあるが，労働日数が所得に

直接関係する点からすれは，出来高給的性格を有

している。また能力給に関していえふ職工には，

生I崖奨励金制度も設けられている。これには職務

内容によって幾つかのタイプがあるか、その中心

は個人の仕弔羅が判定できる作業に関するもので

ある。そこでは月ごとに生産性の高い従業員の上

位10とを 3ランクに分け，それぞれに賃金の2日，

1日そして半日分を給りに加えている。個人のfi:

事州は，それぞれの部宵のホートに1平）からの加

離幅を含め個人別に示されており，自分の成績が

ー目でわかるようになっている，）“どの程度仕事

かできるかによって，その人の善し悪しが判断で

きる”[Q20]というステートメントについて，

職工0)65.0ふ，専門社員の34.9らが肯疋・しており，

職 l^てで肯定した比率が打意 (X2検;£:p <0.03~；二）

に閻い。これは生庁奨励金制度が主として職［

に適用され，それを従業員が心理的に受容してい

るためと思われる。このように，特に職工につい

ては，短期の誘因で労慟意欲を喚起する方策がと

られている3 こうした短期0)労働患欲を喚起する

方針は， 1iij述した，昇給に関する能力優先t義0)

採用により，なお＾層弛められていくごとになる。

以上のように， T工場の労務管理組織について

は，日本的経営のひとつの柱てある年功型賃金制

が初期に導入されたにもかかわらす，いまやそれ

が放棄され、非常に短期の所得最人化h動を前提

として労働意欲を喚起する出米高給的色彩を強く

もつ賃金休系に変史されつつあると，その現状を

捉えることがてきる。年功型賃金制を当初導入
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していた東南アジアの日系企業が，後に能力給制

に体系を修正していることはよく指摘されている

ぼ 4)。これまでに述べてきた論理て，その地域の

外的環境特性においては，人件費をフローとして

扱うことが合理的であると企業が判断したためて

あろう。

なおここでひとつ付言しておくへきことは，出

来高給制度が個人ベースでなされており，かつて

わか国でとられたような小集団を利用した集団出

来高給制度か採用されていない..:.とである。この

制度が機能するためには，仲間内集団の形成と集

団のリーダーか必要となる。しかし工場長によれ

は，班長が集団のリーダーとして競争でもすれは

別であるが，そのようなことはタイでは期待でき

ず，できるかぎり個人の成績で評価するようにし

ているとのことてあった。先に指摘したタイ社会

の集団規制0)稀沌さとの関連から，外的環境要因

としての文化が組織に果たす役割の究明は今後の

課題としたい。

3. 昇進

タイの企業では，企業内でのキャリア形成によ

る内部昇進というタテ型内部組織（内部労働市場）

てはなく，人材0)補給が職階ことに外部労慟市場

を通じてなされるというヨコ型内部組織か—-般的

であることが指摘されている（注5)。それがまた，

高い離職率の一因ともなっているのである。 Tエ

場の離職率も， 1打ぐにみるように，きわめて邸い

水準にある。といってT工場て．企業内キャリア

形成が全くみられないわけではない。

まず職階内部ての昇進について述べる。非熟練

[の女子従業員は，ほぼ2~:3年の後に班長に昇

進可能となる。専門社員に関しては，機械工と事

務職それぞれが3つの職位もっている。たとえば

機械工は， 11本で技術訓練を受けた者が上級機械
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エとなり，さらに役職に相当するt任機械工があ

る。 LL場長によれは，こうした職位を設けたのは，

特9こ専門社員で高いと感じられる不満を，賃金水

準だけでは個人の評価が社内の他の従業員に知ら

れ難いので，職位という他者にも認知可能な形を

とって解消するためとのことであった。すなわち、

職位が従業員の職務意識と関連をもっているので

ある。このことは，タイ人の強い地位志向意識と

も係わると考えられるか，詳しくは次節（次号）

で，職位と組織適応とに関して触れる。ただし

100名以上いる機械工に対して日本で技術訓練を

受ける者が年3名程度てしかないことを考えれは，

昇進が片働意欲に与える効果は必すしも大きいも

(/)とはいえない。このことは職務満足に関連して．

次節でより詳細に言及するこなお昇進についてぱ，

職」ごーては勤続年数， 専門社員では学歴か有効な且

準となっている。このことは，第3表の賃金関数

からも明らかである。すなわち，学歴ダミーは専

門社員では有意てあるが，職工ではそうはなって

いないのである。次に，職階間の昇進も，わずか

でばあるか認められる。すなわち，年に 2~3名

ではあるか非熟練工の男子従業員が専門社員（機

械工）に昇進している。 1:場長によれは，こうし

た機械l：のほうがよく働き優秀なこともあるのて，

労慟市場か逼迫し始めていることもあり，学歴だ

けで機械工を採用するだけでなく，今後は職工か

ら機械」：への内部採用を徐々に増やすことを考え

ているとのことであった。ただし職務内容が異な

ることもあり，班長から専門社員への昇進はない。

T工場でみられるような職工から専門社員への

昇進機会の増加は，昇進を労働誘因とするタテ刑

内部組織形成の萌芽とも看取できよう。それか労

慟不足から生まれてきたことを考慮すれば．基本

的には労働の超過1共給状態で構築されたT工場の
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1'「タイ fl系含業iこおける方務管理組織と従業員の組織適比．｛ I) 

組織形態も，労働市場が今後逼迫するに従い，賃

金体系も含めて，大きな変容を余儀なくされる可

能性がある。

4. 欠勤率と離職率

ここまでに述べた労慟誘因制度に対して従業員

がどのように反応しているかを，第3図に示した

職階別・月別の欠勤率と離職率の推移を手がかり

として検討してみよう。

欠勤率（有給休暇も含む）は， 工場が設立され

た頃は月 2~3ぷほどであったが， 1980年代半は

には 1ぷ程度に低下している。 この水準は開発途

上国においてはきわめて低いばかりでなく，

たといえよう。

Tエ
場のH本の本社工場と比べても低い水準にある。

生産奨励金制度などの出来高給的色彩の強い賃金

体系の導入といった経営努力が，欠勤率を低くし

ところが離職率はおおよそ月 2~

3年とかなり高く，特に調査時点ての過去 1年間

の離職率は30年以上にもなっている。離職率の時

系列の動きをみると， 工場が設立されて間もなく

は高水準にあったものの1980年代半ばには 1よ前

後へと落着きをみせていた。しかし1987年以降，離

職率は再び上昇に転じている。

高度成長期に人った時期（実質GDP成長率は1986

これはタイ経済が

年が4.9~こであったが． それ以降， 9.5~',-;, 13.2ぷ，

12.2ぷと 2桁成長となった）およびラムプーン工業

団地の開設時期と符合している。職エと専門社員

の離職率の動きが対応していないのは，

働市場が分断されているためてあり，

双方の労

またそのた

めに工場も異なった対応をしているためである。

この市場分断の影響は，次節でも確認される。バ

ンコク日本人商工会議所の『所報』 (1990年11月号）

は，在タイ日系企業 180社のアンケート調査に基

づき，離職率の増加（前年比56ふ増）

いる。求人広告を情報媒体とする高賃金を目的と

を指摘して

ず，

たc

第 3固

84. l 

じであった。

T工場の欠勤率と離職率の推移

（％） 
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（出所） T丁場「製造月報から算出。

(ii) 5カ月移動平均。

した自発的離職が離職理由の 3分の 2を占めてお

り，引き抜きなどは少ないようである。

る。従業員自身も，

86.1 B7. l 88.1 

肯定的態度を示している（第4表）。

89.1（年・月）

これは後

発の進出企業が人材確保のために高賃金を支払う

ことや，建設ラッシュにより建設業を中心として

高賃金職種が出現して低賃金職種を抱える労慟集

約的企業からの人材流出がなされているためであ

自発的転職者に対してかなり

この態度は，

いすれの属性で統制しても有意な差異は認められ

かなり安定しだ情緒であるとみなせる。事実，

調査対象とした従業員の50.6ぷは前職（ほとんと

がインフォーマル・セクターの職種）の経験があっ

また属性別にみても，前職経験比率はほほ同

ところで1980年代後半には， チェン

マイ市固辺の工業化の進展に対応して，再び離職

29 
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第4表転職者の評価 [Q9 l 
(%) 
~ ~ ~ ~ 

計

男』 VV•

女子 1 54.0(61) 

全体 '57.8(96)
-- 1 

（出所） 袷2表と同じ。
（注） かっこ内は人数。

率が上昇する兆しがみられる c このかぎりでは，

タイ人労働者は労働市場の状況に敏感に反応して

おり，より良い就業機会があれば転職している。

しかし，これをタイ人に固有の企業に対する忠誠

心の欠hl1によるものとみなすのは早，，Iてあろうぃ

むしろ内部労働rli場が充分には形成されてしヽない

現状ては．そうした行動はきわめて経済合坪的な

のである。

低い欠勤率と離職率は，労働者の良好な服務態

度のひとつの指標とみなされてきた。ところがT

工場では，欠勤率は低いものの離職率は高いとい

う相反する傾向かみられる。このことは，次のよ

うに解釈されよう。低欠勤率を保つことはF]滑な

工場運営に必須てあり，そのために出来r翡給的竹

格を強くもつ’I:＇庁奨励金制度の導人や fl給賃金制

の維持などの経営努力がなされてきたのである。

これに対して，離職率については事情が異なる。

前述したように特に職工の技術習得は比較的容易

てあるため，企業内教育の支出も大きくはない。

またその労働巾場も今のところは超過供給状態に

あり．あえて離職辛を抑さえる手段をとる必要は

ないのてある， 1且ー場長も，特に職l^ ーについててあ

るが，離職率の現状にはなんら問題はないと言明

している。企業内教育がそれほど必要とならない

技術体系や募集に困難がないこと，さらには新人

社員は暫く見習エとして低賃金で雇用できる利点

があるといった巾情か，経営者をして人件竹をス

トックてばなくフローと捉えさせているものと考

えられる。こうした要件か，低い欠勤率と高い離

職率という一見すると相反するか， しかし実際に

は労使双方にとって合理的行動の帰結てある状況

をつくりたしているのである。

ただし， ここにさて離職率の上昇とともに199(）

年に人っての欠勤率(})ート昇 (91年の聞取ては 3~

4 ;，；に達している）がみられる。これはチェンマ

イ市周辺へのT工場進出の活発化が，そこでの労

働市場をかなり逼迫化させているためであろう。

この事態への工場側の対応について，詳しく述べ

る紙幅がない(})て；次の 3点を簡単に指摘してお

こう。ます第 1に，＿L場長によれば，離職率(})増

加には賃金l}「て対応しており．その効果は即効

的に現われていると(})ことである。そこて''‘私

の賃金は，妥当である”[QIO] と“この工場を辞

めようと考えたことがありますか？’＇［ Q5]の回

答をクロスさせてみた（第5表）。明らかに賃金に

対する不満は転職怠思に直接的に結びついており，

賃金の上昇か転職辛に与える即効的効果か央つけ

られる。

第2に，それまで齢低法定賃金を下回っていた

第5表 賃金に対するイ湘満 [QlO]と転職怠思[Q 5 J 
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職工の貨金が， 1990年 lI Iに60,―から最低法定賃

金の70り―に引き上げられたことである（同年4月

には75に再度4|l-．け）。タイでは最低賃金の法的

強制力は弱く，それ以下の賃金が支払われること

もまれではない。それが法定の最低胃金まで愕金

上昇かなされにことは，実質賃金のL昇を意味し

ている。特に，円換算での賃金上昇はここ数年顕

著てある。職lJ)離職平かL昇していることも考

え合わせたとき，その労働供給曲線が無限弾力的

状況から弾力11：を失い通常の右上かりになるとい

う転換点の到来か，地域的であれ，予期されるの

である。

調介J1時のチェンマイ市の状況を叙述すると，

当市は建築ラッシュに沸き，また工場進出も盛ん

となっていることから朝夕に無蓋のトラックか多

くの労働者を乗せて農村と市街を行き来する様か

みられる。そいために相対的に低賃金の農村工業

で若年労働者を中心とする労慟不足か発生し．農

村工業労働者の高齢化が急速に進行している。こ

のことからも，遠からず転換点が]]れるとf測で

きよう。 1989年の段階では，工場長は，そのうち

労慟小足にでもなれば，凌弔の休みや見舞金とい

った制度を設ける必要かあろうが現{Lのところそ

の必要はないこと，また夜間のシフトがなけれは，

宿舎も必要ないことを指摘している。しかし1991

年の聞取では，労働市場がますます逼迫してきて

いるとしヽう認識を示したうえで，ハンコクのLJ糸

企業やラムプーン工業団地に進出してきた企業か

採用している年金・退職金制度の導入を考えなけ

れはいけない段階にきていることを叫らかにして

いる。

第3に，欠勤9年の上昇を危惧しており，皆勤r:
当て（ラムプーン工業団地ではすでに採用）の導入

も考えているとのことであった。ご 0)ように工場

Itタイ II系含送における紅紐理糾織と従業止）組織適応（ I)

側は，労働巾場の変化に応じて自らの組織変化を

なしているのである。

5. ひとつの結論

従業員の転職容認的態度や年功型賃金体系を放

硬した能力給への移行を考えるとき，タイ人労働

れは年功型賃金体系（それはまたK期勤続を促す）

に組み込まれたような長期の所得最大化を志向す

るのではなく．比較的短期の所得最大化h動をと

る傾向かあるといえる。原洋之介氏は，タイの在

米的な人間関係形成脱理である—者関係と深く結

ひついた現期契約型の雇用形態としてこの問題を

捉えている (tt6!。しかし終身雇用的な長期雇用は，

日本の経験からも明らかなように，タイトな労働

市場と企業の旺盛な企業内教育活動をその存立要

件としている。ところがタイ U)．特にチェンマイ

市周辺の労働市場はいまだ超過供給状態にある，

ないしはそういう状態にあった。またT工場の職

柚（特に職lー＾）の多くは，さほとの企業内教育を

必要としていない。とすれは，かかる状況のもと

ては，経‘営者が離職率を低めるような雇用安定化

戦略をとらずに，高い離職率を前提としたうえて

労働生産性を高める労務管理政策（たとえは生産

共励金や |l給制度の維持といった出来高給的貨金体

系，そして能力に基づく昇給など）を採用すること

はが極当然てあるといわざるをえない。またそう

した状態において，従業員がより良い労働条件を

求めて転職したとしても，それもまたきわめて合

理的行動なのである。とすると，離職率の向さを

もって二者関係に基づく短期契約型雇用形態を読

み取るには，慎重にならざるをえない。

以上の議論を，日本的経営の観点から捉え直し

てみよう。 LI本企業の生産性のr謁さの主囚として，

日本的経営ないしば雇用慣行か指摘されている。

その特質としては，終身雇用制・年功型賃金制を

3I 
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ふたつの柱とし，さらに企業別労働組合と企業内

福利厚生の充実かあげられよう。確かにTL場は

日系の企業であり，労務管理組織の設定は日本人

工場長によりなされている。清潔な労働環境，従

業員の働き振り，視覚効果を閥めるために絵図人

りで工場内に張り出されている 5Sキャンヘーン

（整理，整頓，清掃，清潔， しつけ）や 3Mキャ

ンペーン（むり，むら，むだの排除）の標語など

をみるとき，まさに日本企業をそこに感じること

ができる。しかし労務管理組織の観点からみたと

き， T工場では日本的経営をみてとることはでき

ない。すなわち離職率は高く， i『金体系は能力給

的色彩が濃く，そして労働糾合もない。看，殺婦を

常駐させ治療費は無料であるとか，労働災害保険，

年2着の作業着の配布といった福利厚生制度はあ

るか，年金・退職金制度はいまだない。また小集

団の活用を‘旧本的”に含めるならば，すてに指

摘したように，それも見当たらないのである。と

いってT工場か，いわゆる日本的労務管理I)）羽人

に失敗したわけてはない旧7)C)Miい離職率と能力

給的賃金体系そして小集団の非活用という“非日

本性＂は，すでに論じたように，タイの労慟市場

の状態やT工場の技術水準そしてタイの組織原即

という外的環境特付を考慮したとき， きわめて合

理的な制度なのである。逆にいえば，労働市場が

逼迫しているバンコクの多くの日系企業や通勤に

多少の難点のある農村地域に忽然と出現したラム

プーン工業団地において，年金・退職金制度や皆

勤手当てといった諸制度が採用されていることも，

外的環境特性の変化がコンティンシェンシー変数

として組織設定に影響を与えるひとつの証れとい

えよう（注8)。とすれば，効率的に運営されるTエ

場における日本的経営として指摘されるものは，

つまるところ第＾義的には， タイの労働市場の状

32 

況や組織脱理に合わせて労務管理組織を設計して

いる経営者にその本質があるといわざるをえな

ぃ(;E9)。もちろんその背景には，経営者をかくた

らしめている経営者に係わる教育，本社内での競

争そして本社を取り巻く競争的市場環境などがあ

ることはいうまでもなかろうご

このように考えるとき，タイの労働およひ社会

環境がわが国のそれと異なる以上，設計された組

織のあり方もまた巽なってくるのは‘り然といえる。

とすれば「日本的経営の移転ーという発想自体，

あまりにクローズド・システムとして日本的経営

を捉えすきており，検，けを要するように思われる。

Tl：場の場合も．幾つかの事例で触れたように

状況の変化に応した適切な誘発的制度変化を行な

ったごとが，現在の良好な工場運営を可能ならし

めているといえる())てある。このことはまた，エ

業化の初期段階にある社会に出現した近代的工場

という異質な組織への人々の接触により生じるで

あろう軋礫という．はしめに触れたl耶趙意識に対

してひとつの解答を与えてくれる。すなわち工場

組織は決して固定的ではなく，ある社会の労働市

場の状態や社会的環境に工場組織自身が適応して

いくという誘発的制度変化をなしうるという事実

の指摘てある。換石すれば．労働者の組織適応問

題を論じるにあたって．工場側の組織設計能力も

また重要な側面てあるごとを．これまでの検討は

明らかにしているのてある。 （続く）

（注 l) 寄宿舎のある土地はタイ側バートナーが供与

していたが1990年にその土地の返還が要求され，寄宿舎

は11l釦された。そのため離職者か急増している。工場長

によれはこの状況は—·時的なものであろうか、長期的に

は仮眠室の設置も検討する必要かあろうとのことてあっ

た。

（注 2) 正式には北部工業団地(NorthernRegion In-

dustria I Estate)と呼はれ， 1991年末で4(）L場が操業中
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てあり，建設中および土地購人済みの工場を含めると86

社となる。このうち31社が日系（合弁を含む）である'.

（注 3) たとえは，大野・清川 前掲論文の事例を参

照。

（注4) たとえは，今岡H出紀「アシア諸国の熟練形

成と H系企業の役割 ..企業内熟練形成の観点からの一

号察ー'」(『アジア経済』第28巻第10号 1987年10月）を

参照。

（注 5) 原洋之介了クリフォート・ギアツの経済学-

リブロポート 1985年。

（注 6) 同上書。

（注 7) 束南アジアに進出した日系企業の日本人社員

による労務管理組織の構築については，やや砕けた感ぱ

あるが，『ASEANにようこそ；別冊宝島156 JICC出

版局 1992年は参考になろう。昔雑誌の―タイの女子工

在タイ日系企業における労務管理組織と従業iiり組織適I必 (I)

員はエヒタイで釣れ！ →は実は本稿のT工場の話て

ある。

（注8) ハンコク日本人商工会議所『所報~ (1990年11

月号）によれは調査対象となった日系企業（ハンコク圏

中心）のうち，退職金制度と年金制度を設けている企業

は，それぞれ45.l~言と 42.1 よであったを唆弔金制度は、

62. 4i,;cり企業て採用されて＼ iた，`

（注 9) ここでの結論は，労慟の超過供給か存在する

経済における労働集約的産業という条件で得られたもの

てあることに留意すへきてある。企業内教育か必要な企

業の場合には，当然，異なる帰結が得られる。たとえは，

ハンコクの自動車組立メーカーについての次の秀れた調

査の結果ふわれわれと幾つかの典味ある対照をみせて

いる。田坂敏雄編 r東南アシアの開発と労働者形成て勁

草書戻 1989年。

（成践大学経済学部助教授）
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